
実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

地区運営組織に
おける参画促進

●協働のまちづくりに係る取組において、各地区で設
立された地区運営組織の活動などに、女性や若年層な
どの多様な住民が参画できるよう、各組織の活動の周
知や参加要請などの声掛けの方法などについて助言し
た。

拡充・拡大

・地域において、性別による固定的な役割分
担意識があることから、性別に関わらず多様
な住民が地域活動に参画し、意見を交わすこ
とで、意識改革を促進するよう働きかける。

地区計画の策定
及び運営組織形
成過程での参画
促進

●協働のまちづくりに係る取組において、各地区で実
施される活動の構成員や、地区振興策等を検討する住
民ワークショップなどが開催される際に、女性や若年
層などの多様な視点に基づいた意見が反映される仕組
みづくりについて、その方法や工夫などを実施団体に
助言した。

拡充・拡大

・男性中心になりがちな地域活動において、
担い手不足や参加者の減少などの諸課題があ
り、その解決策として、女性や若年層などの
多様な視点や意見が活動に反映されることが
必要なため、実施団体と参加者双方の意識改
革を促進するよう働きかける。

女性消防団員の
増員

●女性消防団員のＰＲ活動を実施した。
・消防フェアや救命講習時における消防職員の補助
・消防出初式でのアナウンスや表彰補助

成果維持

・総務省消防庁では、消防団員に占める女性
消防団員の割合目標を、当面５％と掲げてい
る。市の女性消防団員は７人で、割合は１％
にとどまっていることから、引き続き周知方
法を工夫しながらＰＲを行い、女性消防団員
の確保に努める。

●消防委員会において、女性消防委員が１人選任され
たことにより、女性登用率が３３.３％に増加した。
【委員数：１２人（うち女性委員４人）】

成果維持

・委員改選時において、消防団経験者に関わ
らず、継続して女性委員の推薦を要望し、女
性委員の登用率増加を図るよう、推薦依頼先
の団体などへ働きかける。

●地域防災計画の修正を行う防災会議において、女性
委員登用率は１８．２％となっている。
【委員数：４４人（うち女性委員８人）】

成果維持

・防災における女性の視点の重要性が増して
いることから、委員改選時において、女性委
員の推薦を依頼するなど、推薦依頼先の団体
などへ、女性の参画を働きかける。

自主防災実践活
動への女性の参
加

●市の防災訓練において、各自主防災組織では、女性
も参画しながら避難訓練や通信訓練など、独自の訓練
が行われた。

拡充・拡大
・地域防災力の向上を図るには、女性の視点
を取り入れるなど、自主防災組織への女性の
参画を促進させる必要がある。

№３

審議会・委
員会におけ
る女性委員
の登用推進

審議会などへの
女性の登用

●令和６年４月１日現在、各種審議会等委員の女性委
員登用率は３４．０％で、前年同時期より１．５ポイ
ント減少した。
【委員等数：延べ６８３人（うち女性委員等延べ２３
２人】

拡充・拡大

・計画の目標値を４０％としていることか
ら、引き続き委員の選定要件の見直しなどを
図り、女性の積極的な登用と、多様な意見を
市政に反映させるよう働きかける。

男女共同参
画室

市
審議会･委員

会

東日本大震災の経験を生かし、地
区・地域の防災活動に女性の意見
を取り入れていくため、女性消防
団員の増員に加え、防災会議や自
主防災組織への女性の役員登用
や、防災訓練などの実践活動への
女性の参加を促す。

№２

地区・地域
の防災活動
への女性参
画促進

第５次大船渡市男女共同参画行動計画　取組状況
〔計画期間：令和５年度～令和９年度〕

市
消防団

防災組織

防災管理室
消防署

市
市内各地区

市民協働課№１
協働推進事
業

地区・地域に残る性別による社会
通念・慣習・しきたりの改善を図
るため、地区運営組織の意思決定
機関（総会など）に、女性や若年
層を含む多様な住民の参画を促進
する。

市政に女性の視点からの意見を反
映させるとともに、意思決定過程
への女性参画を推進するため、各
種審議会・委員会に女性登用を図
る。

基本目標１　自分らしさが輝く地域社会の形成
具体的取組　(1)地区と行政の協働のまちづくりと連動した女性や若者の意思決定過程及び実践活動への参画拡大

内容事業（取組）名

防災組織などへ
の女性の役員登
用
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実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

市民ＩＴ講座の
開催などによる
スキルアップ

●高齢者などのデジタル活用の不安解消に向けて、ス
マートフォンを活用したオンライン行政手続などに関
する助言・相談などを行う講座を開催し、デジタル格
差の解消を図った。
・初級者向けスマホ講座
【地区開催：日頃市・猪川地区全４回実施　延べ１０
４人】
【中央開催：３会場全４回実施　延べ１８５人参加】

成果維持
・アンケート調査により、本講座の継続的な
実施を望む声が多くあったことから、令和６
年度も引き続き実施する。

●「大船渡市広聴広報活動ガイドラン」及び各ＳＮＳ
での情報発信マニュアルを策定するとともに、広報推
進リーダー研修を２回開催した。

成果維持
・広聴広報推進リーダーを中心に、ＳＮＳの
活用について、情報交換や共有を深め、より
効果的な発信を行う。

●各種講座について、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ、Ｘ等）を活
用し、周知を図った。

拡充・拡大
・今後は周知のみならず、講座の実施状況な
どについてもＳＮＳを活用し、広く情報提供
を行う。

№５
市民活動支
援事業

市民活動の活性
化

●補助金交付事業を募集する際に、「ジェンダー平等
の実現」に関する事業を重点項目とし、実施する市民
活動団体を支援することとしたが、応募事業がなかっ
た。

拡充・拡大
・市民活動団体が応募しやすくなるよう、事
業の具体例の表示や広く周知を図り、対象事
業の拡大を図る。

市民協働課
市

ＮＰＯ法人
市民活動団体

ＳＮＳなどの情
報伝達ツールの
活用拡大

中央公民館
デジタル戦

略課

市
市内各地区･

地域

事業（取組）名 内容

地域課題の解決や地域の活性化に
向けて、各種団体が自主的に取り
組むまちづくり活動、特に「ジェ
ンダー平等」などＳＤＧｓの推進
を始め、時代の変化に即した活動
を誘発するため、重点支援対象を
明確にするなどしながら、補助金
の交付を通じて支援する。

№４

地区・地域
コミュニ
ティにおけ
るインター
ネット（Ｓ
ＮＳなど）
を活用した
情報交換の
推進

性別や世代、障がいの有無はもと
より、時間や場所にとらわれず、
多様な市民が身近な地区・地域コ
ミュニティにおいて情報の交換・
共有を行うためのツールとして、
ＳＮＳを始めとするインターネッ
トの活用を促進するほか、そのた
めのスキルアップの機会を確保す
る。
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実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

会議の開催

●名称を「おおふなと市民ミーティング～Ｍａｋｅ a
Ｈａｐｐｙ ＯＦＵＮＡＴＯ！～」とし、男女共同参画
の必要性などについて、意識醸成を図る話し合いを全
４回実施した。
【参加者数：延べ３７人】

拡充・拡大

・参加者からは、大変意義深い話し合いで
あったとして好評だったが、目標とした参加
人数に達しなかったことから、開催時期や開
催内容、話し合いのテーマなどを工夫し、参
加意欲の向上を図る。

意見・提言の具
体化を会議参加
者と共に検討

●参加者の実践的な活動につながるよう、会議の構成
を工夫した。
・第１回：ミニ講座を実施し、男女共同参画の必要性
について、大船渡市の現在と未来を考えながら意識醸
成を図った。
・第２回：男女共同参画の推進にどのような視点が必
要か、また、推進を阻む原因は何かを考えた。
・第３回：男女共同参画の推進に必要なアクションプ
ランを「地域・学校」「職場」「家庭」の３つの視点
で考えることで、具体的な取り組みを意識するよう
図った。
・第４回：参加者が実践できそうなアクションプラン
の詳細を、グループワークにより検討することで、実
践的な活動につながるよう意識醸成を図った。
●市ホームページなどにおいて、実施状況や参加者の
意見などを公開し、広く情報共有を図った。

拡充・拡大

・参加者から出された男女共同参画の取り組
みに係る様々な意見を、参加者以外とも共有
し、具体的な取り組みにつなげていくため、
情報発信や周知方法などを検討する。

多様な主体によ
る新たな取組の
開始

●「おおふなと市民ミーティング」の参加者が、参加
をきっかけとして、性的マイノリティへの理解促進に
関する活動を始めた。
【活動名：ＬＧＢＴＱ＋を１から学ぶ読書会】

拡充・拡大

・開催初年度において、参加者が自主的な活
動を始めたことは成果であった。今後は、個
人単位ではなく、団体単位で男女共同参画の
取り組みにつながるような開催方法などを検
討し、実施する。

男性や若年層の
参加促進

●今年度のサポーター認定者数とその内訳
【認定者数：４人（うち男性２人、若年層(30代以下)
１人）】

拡充・拡大

・開催について、関係団体への案内や、市広
報紙及びＳＮＳなどを活用し、広く周知した
ことで一定の成果があった。引き続き、男性
や若年層の受講者が増えるよう、周知方法な
どについて検討する。

サポーター養成
講座の受講支援

●県内各地で行われる参集講座について、受講者の移
動に係る交通費を支援することで、受講する意欲を高
め、男女共同参画に関する学習機会の創出を図った。
【支援者数：１人】

拡充・拡大

・引き続き受講に対する交通費の支援を行い
つつ、コロナ過以降、オンライン受講が増え
て利用者が少ないことから、ニーズに即した
新たな支援策について研究を深める。

サポーターの活
動周知

●サポーター認定者に対し、関連講座や「おおふなと
市民ミーティング」の開催案内し、参加を促した。
●サポーター認定者で構成された市民活動団体である
「いわて男女共同参画サポーターの会気仙ブロック」
の活動について、市広報紙や講座の開催会場などにお
いて周知した。
●上記サポーターの会気仙ブロックが実施する啓蒙活
動などにおいて、配布物品の調達などを支援し、活動
促進を図った。

拡充・拡大
・サポーター認定者のスキルアップにつなが
る学習機会の提供や活動支援などを、引き続
き検討しながら実施する。

事業（取組）名 内容

№１

市
男女共同参画
サポーター
ＮＰＯ法人
関係団体
市民など

男女共同参
画室

（仮称）「男女共同市民会議」を
開催し、参加者自らが男女共同参
画に係る活動を実践する気運を醸
成し、新たな取組を誘発する。

（仮称）
「男女共同
市民会議」
の開催

岩手県が実施する男女共同参画サ
ポーター養成講座について、女性
はもとより、男性や若年層の受講
も強く促しながら、サポーター認
定者の増加を図る。

県
市

男女共同参画
サポーター

市民

男女共同参
画室

具体的取組　(2)（仮称）「男女共同市民会議」の開催と男女共同参画サポーターの養成

№２

男女共同参
画サポー
ター養成事
業
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実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

人権相談の開催
●人権相談を毎月１回開催した。
●１２月５日～１０日の「人権週間」に合わせ、１２
月５日に「特設人権相談所」を開催した。

成果維持
・人権相談を通じて、性的少数者やその関係
者が適切な相談や支援を受けられるよう、引
き続き相談機会を提供する。

広報紙などを利
用した周知

●人権擁護委員の紹介を広報に掲載した。
●毎月の人権相談日程を、市広報紙やホームページに
掲載し周知した。
●１２月５日の「特設人権相談所」について、市広報
紙に掲載し周知した。

成果維持
・今後も、市広報紙やホームページに人権に
係る情報を掲載し、積極的に周知する。

男女共同参画パ
ネル展などの開
催

●機会を捉えながら啓発パネルの展示や関連リーフ
レットなどを配置し、周知や理解促進を図った。
・「いわて男女共同参画オンラインセミナー上映会」
・「おおふなと市民ミーティング」
●市広報紙の「いきいき通信」において、関連記事を
掲載し、理解促進を図った。

拡充・拡大

・市民などの理解促進を促すため、興味関心
を引くような方法や工夫の検討が必要であ
る。引き続き、市民の目に触れる機会を積極
的に設け、啓発と周知を図る。

市民の理解促進

●制度の導入や概要について、パブリックコメントを
実施し、広く市民から意見を募った。
【意見等件数：４件】
●市広報紙やホームページ、ＳＮＳへの記事掲載や、
報道機関の協力などにより、市民へ広く周知を図っ
た。

拡充・拡大

・制度の導入に関する理解促進の取り組みに
ついては、制度の導入により終了となるが、
今後は、制度利用者が増えるよう、また、制
度利用者が本制度を安心して利用できるよ
う、関係各所における制度への理解促進や効
果的な周知を図る。

先進事例の情報
収集・研究

●岩手県内において、一関市、盛岡市、宮古市、矢巾
町が制度を導入し、その他の自治体においても、導入
の検討を進めていたため、各自治体の制度要件等を整
理しつつ、近隣市町とは双方に連携が図られるよう、
情報共有を行った。

終了・廃止

・制度利用者の住所異動に伴う自治体間連携
の構築について検討を進める。
・制度利用者に対する行政サービスの拡充・
拡大について、今後も随時見直しを図る。

制度内容や導入
時期の具体的検
討など

●計画では、令和６年度から導入について検討を開始
することとしていたが、県内における制度の導入状況
を踏まえて、計画時期を前倒しして関係各所と検討を
重ね、令和６年度から導入することとした。
【制度開始日：令和６年４月１日】

終了・廃止
・今後は、他自治体との連携や社会状勢の変
化などに応じた制度の構築について、随時見
直し行う。

●保育の場において、性別による固定的な役割分担意
識を植え付けることのないよう配慮するなど、適切な
保育環境を提供した。

成果維持
・引き続き、一人ひとりの良さや個性を伸ば
す保育を大切にしつつ、自然な形で男女共同
意識を育んでいく。

●全ての小中学校において、男女混合名簿を作成し、
使用した。
●学校生活全般において、児童生徒の発達段階を考慮
した上で、個性を認め合いながら、相互に尊重する男
女平等の概念の啓発を図った。

成果維持
・国の学習指導要領などに基づき、必要に応
じて、適時適切な教育を実施する。
・発達段階に応じた人権教育を実施する。

事業（取組）名 内容

№２

性的少数者に対する市民の理解促
進を図りつつ、先進事例などを参
考としたパートナーシップ制度の
導入などに係る検討を行う。

性的少数者や、その関係者が適切
な相談や支援を受けられるよう、
人権擁護委員による人権相談など
国や県が設置する専用窓口を積極
的に周知する。

具体的取組　(3)多様な性の在り方に対する理解促進

パートナー
シップ制度
の導入に係
る検討

№１
性的少数者
に対する理
解促進

発達段階に応じ
た指導

幼児・児
童・生徒の
性に対する
理解促進と
男女平等教
育の充実

保育・教育を行う中で、教育目標
に基づく男女平等の概念や、学習
指導要領に基づく性に関する正し
い知識について、子どもの発達段
階に応じた分かりやすい指導方法
を検討しながら指導に当たる。

№３

国
県
市

人権擁護委員

市
関係機関

男女共同参
画室

市民環境課
男女共同参

画室

こども家庭
センター

学校教育課

市
幼稚園
保育園

こども園
小中学校
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実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

№４
学校保健事
業

関係機関と連携
した講座の開催

●小学校８校、中学校４校において、保健所と連携し
て思春期保健出前講座を開催した。
【受講者数：６３１人】

成果維持
・関係機関と連携して、引き続き学習指導要
領に基づいた適切な指導を実施する必要があ
る。

学校教育課
市

関係機関
小中学校

№
令和３年度
【実績値】

令和４年度
【実績値】

令和５年度
【実績値】

令和９年度
目標値

備考

1 42.8% 41.3% 47.8% 50.0%
【総合計画指標】

市民意識調査

2 35.0% 35.5% 34.0% 40.0%
【総合計画指標】

男女共同参画室　業務取得

3 － － 延べ37人 延べ100人 男女共同参画室　業務取得

4 37人 42人
46人

（うち男性７人）
57人 男女共同参画室　業務取得

5 － 51.0% - 70.0%
男女共同参画室　市民アンケート調査

(※５年ごとの調査)

早期から性の多様性や、男女の違
いなどへの理解を深めるため、小
中学校において、保健所などの関
係機関と連携しながら、思春期保
健出前講座などの講座を開催す
る。

「ＬＧＢＴなどの言葉の意味
を知っている」と答えた市民
の割合

男女共同参画サポーターの認
定者数（累計）

（仮称）「男女共同市民会
議」の参加者数（計画期間内
の累計）

各種審議会などにおける女性
委員登用率

事業（取組）名 内容

「性別による役割分担意識
（「男は仕事、女は家庭」な
ど）はない」と答えた市民の
割合

指　　標

【目標指標】
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基本目標２　ともに支え合う家庭生活の実現
具体的取組　(1)家事・育児・介護への男性の参画拡大と家庭生活でのワーク・ライフ・バランスの改善

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

№１
パパママ教
室開催事業

パパママ教室の
開催

●パパママ教室を４回開催した。
【参加者数：３８組７６人】

成果維持

・父の育児参加は、母の育児負担感を解消さ
せるなど、安定した子育てと子どもの健やか
な成長につながることから、引き続き内容の
充実を図りながら実施する。

こども家庭
センター

市

№２
父子(おや
こ)の料理教
室開催事業

料理教室の開催

●お父さんといっしょ！サマークッキングを１回開催
した。
【参加者数：５組１２人】
●お父さんといっしょ！ウィンタークッキングを１回
開催した。
【参加者数：４組１０人】

成果維持

・参加者からは大変好評で、事業の趣旨への
理解も見られている。一方で、参加者数が定
員に満たなかったことから、さらに参加を促
す募集手法などについて検討する。

健康推進課
市

関係団体

№３

パートナー
と介護予防
講座開催事
業

介護予防教室の
開催

●杖・車いす・スライディングシートなど、福祉用具
を実際に使用した疑似体験を市内２会場で開催した。
【参加者数：７人】

拡充・拡大

・より多くの参加者が得られるよう、対象者
や内容を変えて講座を開催することにより、
介護予防を図りつつ、男性の介護への参画を
促進する。

地域包括ケ
ア推進室

市

№４
家庭教育学
級開催事業

家庭教育学級の
開催

●こども園などでは、食育やダンス・体操などを、ま
た、小・中学校では、防災教育やゲーム機・スマート
フォン・タブレット端末、インターネットの具体的な
対処方法など、家庭や地域の教育的役割や子どもたち
を取り巻く現代的な課題に関する学習会を全９回実施
した。
【参加者数：延べ４４３人】

成果維持

・子どもたちの健全な成長を支えるために
は、保護者、学校、地域の連携がより重要と
なることから、家庭教育学級への父親又は両
親による参加を促し、共同意識の醸成をさら
に深める必要がある。

中央公民館
市

小中学校
こども園など

第５次大船渡市男女共同参画行動計画　取組状況
〔計画期間：令和５年度～令和９年度〕

保護者が、子どもへの接し方な
ど、家庭教育上の共通の問題を学
習する家庭教育学級の開催によ
り、学校との連携の下、家庭内で
の家事や育児の分担や男性の参画
拡大に資する意識醸成を図る。

父子の料理教室を通じて父親の家
事参画への抵抗感の軽減と、子ど
もへの「家事は性別にかかわらず
誰もが行うもの」との意識を醸成
するとともに、より多くの参加者
が得られるよう開催時期や内容の
最適化を図る。

事業（取組）名 内容

これから子育てを行う若い世代
に、妊娠・出産・育児に関する正
しい知識を身に付けてもらうとと
もに、男女共同参画の視点に基づ
く、男性の家事や育児への参画に
よる分担・協力を促進する。

介護の疑似体験や介護予防に関す
る知識を習得する講座を開催する
に当たり、参加対象者を夫婦や親
子に限定せず、親戚や友人などと
の参加にも拡大するなどしなが
ら、介護に携わることのへの価値
観を高める。

資料２

資料２　基本目標2-1



具体的取組　(2)利用しやすい保育・介護サービスを目指した環境整備

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

オンライン申請
の周知

●こども園などの利用申込手続き時の際、マイナポー
タル（ぴったりサービス）を使用したオンライン手続
きが可能である旨、周知を図った。

拡充・拡大
・「つばきっず」などを通じて、オンライン
での手続きが可能である旨、引き続き周知に
努めていく。

国の動向・市民
ニーズの把握

●マイナポータルを利用した今後のオンライン手続き
の充実などについて、国の動向把握に努めた。

拡充・拡大

・利用申込手続きの際、「保育の必要性を証
明する書類」が必要であるなど、オンライン
手続きの推進には、マイナポータルの更なる
充実（簡素化）が望まれる。

オンライン対応
の拡大検討

●同上 拡充・拡大
・対面確認を要する手続きを除き、基本的な
手続きはオンラインで実施できるよう、国の
動向を注視しながら改善を検討していく。

№２

保育サービ
スの利用に
係る相談支
援

保育サービスの
利用相談

●家族構成や就労状況、妊娠出産など、相談者の家庭
環境に応じて、様々な保育サービスを提案するなど、
利用者にとってより良いサービス提供を心掛けた。

成果維持
・引続き、各こども園などの子育て支援に係
る関係団体と連携しながら、利用者個々の状
況に応じた必要な支援を行う。

こども家庭
センター

市

ポータルサイト
による情報提供

●「つばきっず」の掲載内容について、常に最新の情
報提供を心掛け、随時更新を行った。

拡充・拡大

・「つばきっず」を活用して、対象世帯への
分かりやすい情報発信に引続き工夫するとと
もに、こども園などの利用申込手続など、オ
ンライン手続きが可能なサービスについて周
知を図る。

関係アプリなど
へのリンク

●同上
【リンク数：５１ページ】

拡充・拡大 同上

子育て世代包括
支援センターの
運営

●妊娠・出産・育児に関する相談に対応するととも
に、必要に応じて支援プランの作成などを行うなど、
関係機関と連携しながら妊娠出産から育児までの切れ
目のない一体的相談支援を行った。

終了・廃止
・令和６年４月のこども家庭センター設置に
あわせ廃止とした。

子ども家庭総合
支援拠点の運営
(予定)

●令和５年４月から子ども課に総合支援拠点の機能を
置き運営を開始し、子ども家庭支援全般にわたる業務
のほか、関係機関と連携しながら要支援児童等への支
援を行った。

終了・廃止 ・同上

こども家庭セン
ターへの
移行検討(実施)

●子育て世代包括支援センターと、子ども家庭総合支
援拠点が統合した、こども家庭センターへの令和６年
度移行に向けた庁内協議並びに関係先等との調整及び
開設準備を行った。

拡充・拡大

・令和６年７月に市内商業施設でこども家庭
センターを開設する。開設後は、一体的相談
支援体制の構築とともに、これまで以上に気
軽に相談できるような雰囲気づくりに努めて
いく。

事業（取組）名 内容

子育て支援専用のポータルサイト
「つばきっず」を通じて、子育て
支援に関する最新情報などを適切
に発信するとともに、マイナン
バーカードを利用した申請手続サ
イトや子育てアプリなどの関連す
るオンラインサービスと、子育て
支援専用ポータルサイトをリンク
するなど、利便性の向上を図る。

市

多様な利用者の状況に応じたサー
ビスの組合せに係る相談や、サー
ビス利用に向けた関係機関との連
絡調整などを行い、利用者の利便
性の向上を図る。

市
こども家庭
センター

市
こども家庭
センター

「子育て世代包括支援センター」
との連携の下、「子ども家庭総合
支援拠点」の運営を子ども課が行
う。（予定）
　その後、「子育て世代包括支援
センター」と「子ども家庭総合支
援拠点」の機能を統合した「こど
も家庭センター」への移行につい
て検討する。

子育て支援
機関（機
能）の拡充

こども家庭
センター

№４

№１

ＩＣＴを活
用した保育
サービスの
利用手続な
どの簡素化

保育サービスの一部手続に、マイ
ナンバーカードを利用したオンラ
イン申請が可能であることを周知
するとともに、将来的なオンライ
ン対応サービスの拡大に向けて、
国の対応状況や利用者のニーズな
どを把握しながら検討を行う。

子育てに関
する提供情
報の拡充

№３
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実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

オンライン申請
の周知

●要介護認定の申請等の際に、マイナポータル（ぴっ
たりサービス）を使用したオンライン手続きが可能で
ある旨、周知を図った。

拡充・拡大

・オンラインの手続きが可能である旨、ホー
ムページや広報等を通じて引き続き周知に努
めるとともに、介護申請を検討する来庁者に
対して、周知を行う。

国の対応状況を
踏まえたオンラ
イン対応の拡大
検討

●マイナポータル（ぴったりサービス）は国が運営し
ているものであり、令和５年度は更なる拡大の動きが
なかったため検討事項がなく、サービスの周知を重点
的に行った。

拡充・拡大
・今後も国の動向を注視しながら、拡充・拡
大の検討を図る。

要介護認定などの一部手続に、マ
イナンバーカードを利用したオン
ライン申請が可能であることを周
知するとともに、将来的なオンラ
イン対応サービスの拡大に向け
て、国の対応状況などを踏まえな
がら検討を行う。

長寿社会課 市№５

ＩＣＴを活
用した介護
サービスの
利用手続な
どの簡素化

事業（取組）名 内容
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具体的取組　(3)ＤＶや生活困窮などの課題を抱える対象者への支援と相談窓口などの周知強化

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

婦人相談・家庭
児童相談の実施

●家庭児童相談員２人及び婦人相談員１人を配置し、
子育てに悩みを抱える親などの支援のための相談業務
の実施や、教育機関を含む関係機関と連携を図り、各
種相談に係る情報提供や助言指導を行った。

成果維持

・こども家庭センターの市内商業施設での開
設後は、一体的相談支援体制の構築ととも
に、これまで以上に気軽に相談できるような
雰囲気づくりに努める。

女性の活躍推進
に資する国の制
度や交付金を活
用した生理の貧
困などへの対応

●国の交付金制度について、適時、関係各所へ周知
し、利用について検討を促した。
●生理の貧困などへの対応について、岩手県の取り組
みと連携しながら、女性へのアプローチがしやすい窓
口において、生理用品の配布に合わせて相談窓口の周
知を図った。

拡充・拡大

・新型コロナウイルス感染症により、表面化
した女性の貧困問題について、引き続き交付
金などの活用を図りながら、支援策などを検
討する。

人権相談の実施
●人権相談を毎月１回開催した。
●１２月４日～１０日の「人権週間」に合わせ、１２
月５日に「特設人権相談所」を開催した。

成果維持
・今後も人権相談を開催し、性的少数者など
の人権について、相談支援を行う。

生活困窮者自立
相談の実施

●生活困窮者が、困窮状態から早期に自立できるよ
う、それぞれの状況に応じて生活福祉資金貸付、家計
改善、就労準備等の支援を実施し、要保護状態の場合
には生活保護へ繋いだ。
【新規相談件数：１０８件】

拡充・拡大
・令和６年度からは、引きこもり状態にある
生活困窮者の支援を目的にアウトリーチ支援
事業を実施する。

児童・生徒の相
談の実施

●専門の相談員やスクールソーシャルワーカーが各校
を巡回し、連携を図りながら、悩み相談や家庭支援な
ど、児童生徒や保護者に寄り添った支援を実施した。

成果維持
・今後も一定数の相談員やスクールソーシャ
ルワーカーを確保しながら、適切な支援活動
を行う。

支援調整会議な
どによる相談窓
口間の連携

●要保護児童対策地域協議会として、代表者会議や実
務者会議を開催し、児童相談所や保健所、医療機関、
警察、教育・保育施設など、関係機関との情報共有を
図りながら支援が必要なケースの対応にあたった。

成果維持
・引き続き、関係機関との情報共有を図り、
保護が必要な児童への迅速・適切な対応に努
める。

国や県、関係機
関との連携

●緊急時に児童相談所への通告を行うなど、迅速に対
応した。
●関係機関等への相談やケース会議では情報共有を図
り、連絡、支援に係る調整などを行った。

成果維持
・引き続き、専門性を有する機関への連絡及
び支援要請を迅速に行う。

事業（取組）名 内容

・児童・生徒の相談
専門の相談員やスクールソーシャ
ルワーカーが、暴力や生理の貧困
などの早期発見、心のケア、家庭
環境への働きかけなどについて相
談支援を行う。

・生活困窮者の自立相談
複合的な課題を抱える生活困窮者
に対し、就労支援や家計収支の見
直しなどについて相談支援を行う

・人権相談
性的少数者などの人権について、
人権擁護委員が相談支援を行う。

こども家庭
センター
市民環境課
地域福祉課
学校教育課
男女共同参

画室

国
県
市

社会福祉協議
会

関係機関など

・相談窓口の連携
複合課題などに対し、要保護児童
対策地域協議会などで情報連携を
図りつつ、個別の支援調整会議な
どを開催するほか、必要に応じ
て、国・県と連携しながら相談支
援を行う。

№１
相談窓口の
連携強化

・婦人相談・家庭児童相談
ＤＶや離婚、生理の貧困などの生
活困窮、性暴力などについて相談
支援を行う。
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№
令和３年度
【実績値】

令和４年度
【実績値】

令和５年度
【実績値】

令和９年度
目標値

備考

1 40.8% 39.9% 41.6% 45.0% 市民意識調査

2 延べ97人
延べ
666人

延べ622人 延べ500人 男女共同参画室　業務取得

3 37.7% 35.2% 39.2% 45.0%
【総合計画指標】
市民意識調査

4 32.5% 28.5% 30.3% 70.0% 市民意識調査

【目標指標】

「ＤＶ被害などについて相談
窓口があることを知ってい
る」と答えた市民の割合

「保育サービスが充実してい
る」と答えた市民の割合

家事・育児・介護への男性の
参画拡大に資する講座・教室
の参加者数

「家庭内で男女が家事（炊
事、掃除、洗濯、子育て、介
護など）の分担をしている」
と答えた市民の割合	

指　　標
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基本目標３　安心して働ける魅力ある職場環境づくり
具体的取組　(1)性別による仕事の内容や待遇の格差の解消

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

ホームページな
どでの情報提供
や研修会などの
開催

●市ホームページにおいて、労働関連法令の法改正を
中心とした周知を行った。

成果維持
・法改正などの情報を把握し、適時情報提供
を行う。

労働関連法令に
係る運用相談の
対応

●令和５年度においては相談等の対応事例なし 拡充・拡大
・関係機関等と連携を図りつつ、適時相談対
応を行う。

ホームページな
どでの情報提供
や研修会などの
開催

●市ホームページにおいて、労働関連法令の法改正を
中心とした周知を行った。

成果維持
・法改正などの情報を把握し、適時情報提供
を行う。

計画策定などに
係る相談への対
応

●令和５年度においては相談等の対応事例なし 拡充・拡大
・関係機関等と連携を図りつつ、適時相談対
応を行う。

施設の在り方検
討

●働く婦人の家運営委員や利用団体に対し、施設の在
り方について検討が必要である旨説明を行った。今後
施設の在り方の検討を進める。

成果維持
・引き続き、運営委員や利用団体のほか、庁
内関係課との協議・調整を進め、検討を深め
る。

検討結果よる施
設の運用

（未実施）
　※令和６年度以降に実施予定のため

第５次大船渡市男女共同参画行動計画　取組状況
〔計画期間：令和５年度～令和９年度〕

市

国
県
市

商工会議所
事業者など

事業（取組）名 内容

国
県
市

商工会議所
事業者など

女性の職業生活や家庭生活に必要
な知識・技能の習得援助などを総
合的に行う「働く婦人の家」につ
いて、時代のニーズに合わせた施
設利用の在り方について検討す
る。

商工課

男女共同参
画室
商工課

№１

男女雇用機
会均等法な
どの遵守徹
底

国、県、商工会議所などの関係機
関と連携し、男女雇用機会均等法
を始めとする労働関連法令に係る
研修会の開催などにより、法定義
務の内容などを分かりやすく周知
するとともに、関連法令の遵守と
適切な運用を促す。

男女共同参
画室
商工課

№２
一般事業主
行動計画の
策定促進

国、県、商工会議所などの関係機
関と連携し、一般事業主行動計画
に係る研修会の開催などにより、
策定が法定義務であることを周知
するとともに、当該計画に基づい
た女性の活躍に関する状況の公表
を促す。

№３

「大船渡市
働く婦人の
家」の在り
方検討

資料２
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具体的取組　(2)職業における女性の活躍支援

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

デジタル化や女
性の活躍推進に
資する国の制度
や交付金を活用
した人材育成

●市職員に対し、総務省地域情報化アドバイザーによ
る幹部職員向け、職員向けのセミナーを２回実施し
た。
【受講者数：１０５人】

成果維持
・セミナーを継続して開催し、意識改革につ
なげ、ＤＸの推進を図る。

女性活躍講座・
教室の開催

●岩手県男女共同参画センターと共催し、連続３回の
セミナーを開催した。
【受講者数：延べ２４人】
●岩手大学と釜石市と共催し、キャリア形成支援リカ
レントプログラムを釜石市会場において開催した。ま
た、そのセミナーにおいて、「リーダー」となるため
の取り組みなどを発表するため、働く女性のロールモ
デルとして市内事業所に勤務する１人に登壇いただい
た。
【受講者数：１８人】
●岩手県などが実施する各種セミナーについて、市
ホームページでの情報公開や関係各所への周知などを
行うことで、学習機会の提供を図った。

成果維持

・女性が活躍するためには、女性のみなら
ず、事業者や男性などの意識も変えていく必
要があることから、その必要性に対する理解
促進を図りながら、各種取り組みを推進す
る。

資格取得に係る
費用の支援

●求職者資格取得支援事業を実施し、資格取得に係る
費用の支援を実施した。
【支援件数：５件】

拡充・拡大
・地域ニーズを把握しながら、支援事業の対
象資格の拡充を検討する。

市民講座の効果
的・戦略的な開
催

●情報化、国際化への対応やリカレント教育の視点を
取り入れるなど、市民の学習ニーズや地域課題に対応
した講座を実施した。
・明治大学連携講座（各講座全２回開催）
「キャリアマネジメント初級講座」
【受講者数：延べ３３人】
「人を虜にするプレゼンの極意」
【受講者数：延べ２１人】

成果維持

・アンケート結果において、参加者の満足度
が高かったことから、令和６年度について
は、受講効果をＰＲするなど、より多くの人
が講座に興味、関心を持つよう広報周知を図
る。

№２

中学校にお
けるキャリ
ア教育の推
進

就業体験授業な
どの実施

●９月１日に、１３社の企業などを招いて、中学１・
２年生を対象にキャリアチャレンジデイを実施した。
【参加生徒数：２３７人】

成果維持
・より良い就業体験の機会を提供できるよ
う、在り方を検討する。

学校教育課 市

№３
女性等就業
相談員によ
る就職支援

女性等就業相談
員による相談・
支援

●市庁舎内での相談対応、市内子育て支援拠点での出
張相談などに加え、求職中及び転職を希望する女性を
対象とした就職支援セミナーを２回（９月、２月）開
催した。
【相談件数：延べ４２件】
【受講者数：延べ１０人】

成果維持
・引き続き、就業相談などに対応しながら、
女性の就職支援に努める。

商工課 市

事業（取組）名 内容

国
県
市

商工会議所
大学など

性別にとらわれず、主体的に多様
な職業を選択することができるよ
う、中学生向けの就業体験などを
行う。

№１

キャリア
アップ講座
やリカレン
ト教育の推
進

国、県、商工会議所、大学などの
関係機関と連携し、デジタル化に
資する国の制度や交付金などを活
用したデジタル人材の育成を始
め、働く場で活躍する女性のキャ
リアアップやリカレントに係る講
座・教室を開催するほか、資格取
得に係る費用の支援を行う。
また、市が開催する市民講座にお
いて、リカレント教育の視点を取
り入れながら、市民の学習ニーズ
や地域課題に対応した多様な分野
の講座を効果的かつ戦略的に開催
する。

男女共同参
画室

デジタル戦
略課
商工課

中央公民館

女性等就業相談員を配置し、働き
たい女性の就業相談や就職に向け
た各種情報の提供を行うなど、関
係機関と連携しながら女性の就業
を支援する。
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具体的取組　(3)職場でのワーク・ライフ・バランスの改善

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

№１

事業者への
働き方改革
に関する情
報提供と実
践支援

ホームページな
どでの情報提供
や研修会などの
開催

●市ホームページでの情報提供に加え、県と共同で市
内事業所を訪問し、「くるみん」や「えるぼし」、
「ユースエール」などの認定制度の周知及び認定取得
のメリットなどの情報提供を行った。

成果維持
・事業者に引き続き情報提供を行い、ワー
ク・ライフ・バランスの推進に努める。

男女共同参
画室
商工課

国
県
市

商工会議所
事業者など

ホームページな
どでの情報提供

●労働関連法令の法改正に伴う育休制度などについ
て、市ホームページにて情報提供を行った。

成果維持
・被雇用者に引き続き情報提供を行い、被雇
用者のワーク・ライフ・バランスの改善に関
する理解を促進する。

図書展やパネル
展などの開催

●次の会場において啓発パネルの展示や関連リーフ
レットなどを配置し、周知や理解促進を図った。
・「いわて男女共同参画オンラインセミナー上映会」
・「おおふなと市民ミーティング」
●市広報紙の「いきいき通信」において、関連記事を
掲載し、理解促進を図った。

拡充・拡大

・市民などの理解促進を促すため、関心を引
く掲示方法や周知方法などの工夫が必要であ
ることから、今後も市民の目に触れる機会を
積極的に設け、啓発と周知を図る。

●市ホームページでの情報提供に加え、県と共同で市
内事業所を訪問し、認定制度等取得のメリットなどを
周知し、取得を呼びかけた。

成果維持
・事業者に引き続き情報提供を行い、認定制
度取得企業の拡大に努める。

●次の会場において関連リーフレットやポスターなど
を掲示し、周知を図った。
・「いわて男女共同参画オンラインセミナー上映会」
・「おおふなと市民ミーティング」

拡充・拡大

・事業者などに、性別を問わず働きやすい職
場や働き方を検討いただくよう、より広く周
知する工夫や機会を検討し、制度に関する理
解促進を図る。

●入札参加資格に関する取り組みについては、申請受
付を隔年で実施しており、令和５年度は実施期間外の
ため、取組実績はなし。

拡充・拡大

・令和７年２月より開始する入札参加資格申
請受付において、「くるみん」を審査項目に
追加することが決定した場合、既に導入して
いる「いわて子育てにやさしい企業」ととも
に市ホームページなどで周知をする。

市優遇措置の強
化の検討

●入札参加資格に関する取り組みについては、申請受
付を隔年で実施しており、令和５年度は実施期間外の
ため、取組実績はなし。

拡充・拡大

・令和７年２月より開始する入札参加資格申
請受付において、「くるみん」の導入を検討
していく。なお、「いわて子育てにやさしい
企業」は入札参加資格の申請項目として導入
済みである。

職場におけるＤ
Ｘの推進

●市職員に対し、総務省地域情報化アドバイザーによ
る幹部職員向け、職員向けのセミナーを２回実施し
た。
【受講者数：１０５人】

成果維持
・セミナーを継続して開催し、意識改革につ
なげ、ＤＸの推進を図る。

デジタル化に資
する国の制度や
交付金などを利
用した職場環境
の改善

●市役所において、証明発行手続きなどに関する「書
かない×ワンストップ窓口」の運用を開始した。

拡充・拡大
・ライフイベントに応じた「書かない×ワン
ストップ」の対象業務の拡大を図る。

事業（取組）名 内容

市
男女共同参

画室
商工課

市
事業者

デジタル戦
略課

商工課
男女共同参

画室
財政課

国
県
市

商工会議所
事業者など

デジタル田園都市国家構想推進の
一環として、テレワークを始めと
する在宅勤務など、事業者のデジ
タルトランスフォーメーション
（ＤＸ）の推進を通じた職場環境
改善に資する取組について、デジ
タル化に資する国の制度や交付金
などを活用して支援する。

職場におけ
るデジタル
トランス
フォーメー
ション（Ｄ
Ｘ）の推進

№４

国、県、商工会議所などの関係機
関と連携し、事業者に対して、
ワーク・ライフ・バランスの推進
によるメリットを示しながら労働
環境の整備実践を働きかける。

働き方改革に関する事業者への働
きかけと連動しながら、家庭生活
の改善などに係る被雇用者向けの
情報提供を行う。

「ワーク・
ライフ・バ
ランス」の
改善に関す
る被雇用者
の理解促進

№２

国、県、商工会議所などの関係機
関と連携し、「くるみん」や「い
わて子育てにやさしい企業」な
ど、国や県が行う認定・表彰制度
について、企業のイメージアップ
に加え、税制や入札などにおける
優遇措置などのメリットを周知
し、女性活躍推進に取り組む事業
者の拡大を図るほか、市営建設工
事の入札における優遇措置の強化
について検討する。

「くるみ
ん」や「い
わて子育て
にやさしい
企業」の拡
大

№３

ホームページな
どでの情報提供
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具体的取組　(4)育児・介護と仕事を両立できる職場環境づくり

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

研修会などの開
催

●岩手県が実施した事業者向けの関連セミナーの開催
などについて、適時情報提供を行いつつ、受講機会の
創出を図った。

拡充・拡大

・育児や介護と仕事の両立を図ることが、労
働者不足などの諸課題に対する改善策の１つ
につながることの周知を図りつつ、雇用者側
の意識醸成を行う。

ホームページな
どでの情報提供

●市ホームページにより、労働関連法令の法改正を中
心とした周知を行った。

成果維持

・国において育児介護休業法改正の検討が進
められていることから、事業者に法改正に伴
う制度の周知を図るとともに、制度の活用を
働きかける。

ホームページな
どでの情報提供

●市ホームページにより、労働関連法令の法改正を中
心とした周知を行った。

成果維持
・国において育児介護休業法改正の検討が進
められていることから、被雇用者に法改正に
伴う制度の周知を図り、理解を促進する。

図書展やパネル
展などの開催

●次の会場において、関連リーフレットを配架し、情
報提供を行った。
・「いわて男女共同参画オンラインセミナー上映会」
・「おおふなと市民ミーティング」
●市広報紙「いきいき通信」において、関連情報を掲
載し、理解促進を図った。

拡充・拡大
・各種休業制度があることの周知を図りつ
つ、市民一人一人が自身の働き方を考える機
会を設ける方法や工夫を検討する。

具体的取組　(5)女性活躍に向けた取組を市が率先して推進

実施内容 令和５年度取組状況
今後の方向性
(４段階評価)

課題・改善策等 主管課 実施主体

№１

管理職や監
督職への女
性職員の登
用

研修会などの開
催

●新任の女性係長向けに、女性リーダー育成研修を実
施した。
【受講者数：４人】
●仕事の分担における無意識の偏見（アンコンシャス
バイアス）を取り除いて、人事配置を行った。

成果維持

・自信がなく管理監督職を望まない女性職員
がいることが課題となっていることから、採
用後早期に企画立案・調整などが必要な部署
を複数経験させることで、監督職への登用に
対する意識改革や不安低減に引き続き取り組
む。

総務課 市

№２
男性職員の
育児参画の
促進

研修会などの開
催

●男性職員全体に対する研修会は実施しなかったが、
配偶者が出産を控えている職員に対し、個別に男性の
育児参画の意義などについて周知を図った。

成果維持
・男性の育児休業取得率の更なる向上を図る
ため、育児休業が取りやすい職場環境の整備
に引き続き取り組む。

総務課 市

相談窓口の充実
●育児休業の申請手続きのサポートや、保健相談員と
協力して育児や仕事の両立に関するメンタルヘルスサ
ポートを実施し、相談窓口の充実を図った。

拡充・拡大

・育児を理由として退職するケースがあるこ
とから、妊娠・出産・育児と仕事の両立支援
ハンドブックを作成し、相談体制の拡充を図
る。

庁内での情報共
有

●女性活躍推進に関して、市ホームページなどでの公
表や、時間外勤務の縮減に取り組む通知を発出するな
ど、ワーク・ライフ・バランスの推進を図った。

成果維持
・ワーク・ライフ・バランスの推進を図るた
め、職場環境の改善に引き続き取り組む。

事業（取組）名 内容

事業（取組）名 内容

男女共同参
画室
商工課

市

国
県
市

商工会議所
関係機関
事業者

男女共同参
画室
商工課

育児休業などに関する相談体制を
充実させるとともに、休業取得状
況などを庁内で情報共有するなど
しながら、ワーク・ライフ・バラ
ンスの改善を図る。

男性職員に対して育児参画の意義
や配偶者の出産前後の状況などに
関する研修を実施するほか、男性
職員の育児参画の取組を推進す
る。

№３ 市総務課

仕事と家庭
生活･社会活
動の両立に
向けた相談
体制の充実

女性活躍推進や女性リーダー育成
に関する研修を実施するととも
に、性別により固定される傾向に
ある職種や部署への配属を見直
し、性別にとらわれない人事配置
を推進する。

№１

№２

育児・介護休業制度に関する事業
者への活用促進と連動しながら、
休業可能日数や時期など、被雇用
者向けに情報提供を行う。

男女がともに育児や介護休業を取
得しやすい職場環境を促進するた
め、商工会議所などの関係機関と
連携しながら、育児・介護休業制
度や助成制度を周知し、活用を働
きかける。

育児・介護
休業制度に
関する被雇
用者の理解
促進

事業者にお
ける育児・
介護休業制
度の活用促
進
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№
令和３年度
【実績値】

令和４年度
【実績値】

令和５年度
【実績値】

令和９年度
目標値

備考
令和９年度
目標値

備考

1 54.5% 56.7% 60.3% 60.0% 市民意識調査

2 延べ36回 延べ30回 延べ31回 延べ200回 男女共同参画室　業務取得

3
延べ

23事業者
延べ

25事業者
延べ32事業者

延べ
30事業者

国・県公表値

4 29.4% 26.3% 27.5% 40.0% 市民意識調査

5 49.6% 50.8% 52.4% 60.0% 市民意識調査

6 25.0% 50.0% 90.0% 30.0% 総務課　業務取得

7 15.9% 13.3% 8.9% 20.0% 総務課　業務取得

市男性職員の育児休業取得割
合

「育児休暇や介護休暇が取得
しやすい」と答えた勤労者の
割合

「仕事と子育てが両立できる
環境が整っている」と答えた
市民の割合

指　　標

「職場の仕事の内容や待遇で
男女の差がない」と答えた勤
労者の割合

女性の活躍促進に資する講座
や教室の開催回数（計画期間
内の累計）

市職員の管理職に占める女性
の割合

「くるみん認定・えるぼし認
定・いわて子育てにやさしい
企業等認証・いわて女性活躍
企業等認定制度」の認定・認
証企業数（累計）

【目標指標】
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